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赤字解消・削減計画の策定(平成30年１月通知（案）の概要)

【計画の策定】

○市町村ごとの赤字の解消・削減の目標年次及び赤字解消に向けた取組が国保運営方針に記
載されている場合は、改めての赤字解消・削減計画の作成は必要ない。

○国保運営方針に記載されていない場合は、赤字を有する市町村に対し、赤字解消・削減計画
の作成及び提出を求めるが、市町村は、赤字の解消・削減に向けた基本方針、目標設定、取組等
において都道府県と協議を行ったうえで、計画を定める。また、都道府県は、市町村ごとの具体的
な赤字解消・削減計画をとりまとめて、その内容を総括して計画を作成する。

【通知の位置づけ】

○都道府県は、国民健康保険の安定的な財政運営を図るため、国保運営方針を定めることとされ
（法第82条の2）国保運営方針策定要領（平成28年4月）において、財政収支の改善等について検
討を行うとともに、赤字の要因分析を踏まえ市町村ごとの赤字の解消又は削減の目標年次及び
赤字解消に向けた取組を定めることとしている。
○本通知は、赤字解消に向けた取組について計画的・段階的な解消が図られるよう実効性のある
取組を具体的に進めるため、各市町村の実態を踏まえて計画作成を行うものである。

※本通知に伴い、昭和４６年通知は廃止。

【計画期間・提出期限】

○計画の第１年次は平成30年度以降とし、原則として6年以内の計画を作成。
○市町村計画の提出期限は3月末、都道府県から厚生労働省への報告は、次年度4月末を予定。
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○ 平成30年度においては、追加公費の投入(1,700億円規模)が行われるため、一般的には、平成29年度から平成30

年度にかけての保険料の伸びは抑制・軽減されることとなる。

○ ただし、国保の財政運営の仕組みが変わる（納付金方式の導入等）ことに伴い、一部の市町村においては、被

保険者の保険料負担が上昇する可能性がある。

被保険者の保険料負担が急激に増加することを回避するための重層的な仕組みを用意被保険者の保険料負担が急激に増加することを回避するための重層的な仕組みを用意

○ 納付金の算定にあたって、各都道府県は、市町村ごとの医療費水準や所得水準の差を、納付金にどの程度反映させる

かを定めることになるが、激変が生じにくい反映方法を用いることを可能とする。

ア）市町村ごとの「納付金の設定」の際の対応（反映係数α、βの値設定による激変緩和）

○ 施行当初の激変緩和財源の充実に関する地方団体からの要請を踏まえ、平成30年度から投入する1,700億円のうちの

300億円を追加激変緩和財源として確保し、都道府県ごとの柔軟な活用を可能とする。（施行当初の暫定措置。平成30年

度は全国で400億円、沖縄分約5.8億円を単年度で活用。）

イ）「追加激変緩和財源」による対応

○ 都道府県繰入金（給付費の９％相当）の活用により、市町村ごとの状況に応じたきめ細やかな激変緩和措置を講じるこ

とが可能な仕組みを設ける。平成30年度は活用なし。（予算額：110.3億（１号分：87.8億、２号分：22.5億））

ウ）「都道府県繰入金」による対応

４段階の激変緩和措置

※ 決算補填目的等のための法定外一般会計繰入を削減したことによる変化は緩和措置の対象外

○ 施行当初の激変緩和の財源を確保するため、各都道府県ごとの「特例基金」を国費により設け、計画的に活用すること

が可能な仕組みを設ける。（平成30～35年度の時限措置。基金の規模は全国で300億円、沖縄分4.3億円）

エ）「特例基金」による対応

※国資料を沖縄県加工
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支出

新制度における国保財政運営の仕組み（イメージ）

１ 保険給付に必要な費用

を、全額、市町村へ交付

【普通交付金】

２ 災害等による保険料の減

免額等が多額であること

や、市町村における保健

事業を支援するなど、市町

村に特別な事情がある場
合に、その事情を考慮して

交付【特別交付金】

支出

保険料（税） 保険給付費

○ 県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用を、全額、

市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

※ 県にも国保特別会計を設置

○ 市町村は、県が市町村ごとに決定した納付金を県に納付する。

※ 納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮

県の国保特別会計

Ａ市(町村)

新制度

公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担 等

①市町村ごとの納付金を決定
（医療費水準、所得水準を考慮）
②県が各市町村が納付金を納める
ために必要な標準保険料率を示す

③標準保険料率を参考に、各市町村が、
保険料率を決定し、賦課・徴収

県国保運営方針
(県内の統一的方針)

県国保運営協議会
（運営方針・納付金等重要事項を審議）

市町村の国保運営協議会
（保険料等重要事項を審議）

県全体 ○億円

Ａ市 ○億円
Ｂ町 ○千万円

年度途中の資金繰り対策が不要となり、市町村の財政運営が安定化

収入

市町村の国保特別会計

保険給付費等交付金

普
通
交
付
金

特
別
交
付
金

④徴収した
保険料等
を財源に
県に支払う

納付金
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